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研究成果の概要（和文）：本研究は、媒介分析法を使い、因果効果とそのメカニズムを分析した。主に2つの研
究成果を得た。第一に、保育所利用が、子供が小学校に入学以降の母親のフルタイム就業確率を上昇させたこと
がわかった。この効果の多くが、小学校 1年生での学童保育利用の間接効果によるものであることが示唆され
た。第二に、妊娠中の地域景気状況の改善は、早産および低出生体重の確率を上昇させ、子供が幼児期の母親の
フルタイム就業確率を低下させた。

研究成果の概要（英文）：This study uses a mediation analysis method to analyze causal effects and 
their mechanisms. We have two main findings. First, we find that the use of formal childcare 
increases the probability of mothers' full-time employment when the children enter primary school 
and later. Most of this effect is due to the indirect effect of the use of after-school childcare in
 grade 1. Second, improvements in local economic conditions during pregnancy increase the 
probability of preterm birth and low birth weight and decrease the probability of mothers' full-time
 employment when the children are toddlers.

研究分野： 労働経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
女性活躍推進と少子化対策の両立において、母親の就業を促進する政策や経済状況の因果効果を精確に推定する
だけでなく、その効果を継続させるための施策を考える必要がある。本研究は、媒介分析によって間接効果を推
定し、政策の相乗・相殺効果を生む中間変数を通した中長期的な因果効果の経路を明らかにした。これにより、
効果的かつ継続的に効果がある政策の条件や媒介要因は何かを分析できる可能性を示唆した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
政策介入の効果や環境変化の影響が、中長期的なアウトカムとして予測通りに得られないこと
がある。これは、対象者が中間時点で直面する他の条件の違いによって、効果が相殺されること
でも起こる。例えば、保育所の待機児童問題の対策が進み、1歳児の保育所利用によって共働き
のフルタイム就業が促進されたにもかかわらず、子供が小学校に進学するとその促進効果が先
細ることがある。この結果を引き起こす中間時点での条件の違いの一つとして、小学生になった
子供の放課後の主要な預け先である放課後児童クラブ等のいわゆる「学童保育」の待機児童問題
がある。 
学童保育では、その質や預かり時間の短さなどの問題も指摘されているが、それ以前にそもそ

も入ることさえできない待機児童の数が増加傾向にあった。厚生労働省の「放課後児童健全育成
事業（放課後児童クラブ）の実施状況」によると、その傾向は 2010 年代に入り顕著であり、研
究開始当初の 2018 年頃には 17,000 人を超えていた。保育所を利用して就業を継続したとして
も、子供の進学で制度が切り替わる時に再び待機児童問題に直面するのである。 
 ここで重要な政策的な問いは、小 1での学童保育の利用機会の差の違いが、保育所利用によっ
て促進された親の就業の継続に対して、どの程度影響を与えているかということである。つまり、
原因変数としての保育所利用が小 1 以降の親の就業という結果変数に与える効果を考えたとき
に、中間的な変数である学童保育利用を媒介している効果の程度はどのくらいか、経路の重要度
を明らかにしなければならない。このように原因変数から結果変数への因果効果を、関心のある
中間変数 (mediator) を媒介した「間接効果 (indirect effect)」とそれ以外の「直接効果 
(direct effect)」に分解する方法に媒介分析 (mediation analysis) がある。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日本の労働市場における就業に対する政策や環境の変化が与える中長期的な
因果効果の大きさを明らかにすることである。特に、媒介分析を応用した間接効果の推定から中
間変数を媒介した効果の経路の重要性を示すことで、因果効果のメカニズムの解明を目指す。具
体的には大きく 2つの因果効果について分析する。 
 第一に、就労支援施策としての保育所の利用が、小 1での学童保育の利用を媒介して、小 1以
降の母親の就業に与える因果効果である。第二に、妊娠中の労働市場における景気状況の変化が、
早産児・低出生体重児の出生を媒介にして、幼児期の子供の発達および親の就業に与える因果効
果である。 
 
 
３．研究の方法 
第一の研究では、子供が 0から 1歳時点での保育所利用が、学童保育利用を媒介して、小学入学
後の母親の就業確率に与える因果効果を推定する。分析する問題の因果関係の仮説は以下の図
のように描くことができる。ここで、ある変数から別の変数の因果効果は矢印によって表される。
保育所および学童保育利用の因果効果の識別問題は、分析者から観察できない個人の属性によ
る交絡の問題によって生じている。つまり、働かないことの機会費用が高い、より就業意欲が高
い親の方が保育所や学童保育を利用して就業を継続するが、親の意欲や選好は分析データ上で
観測することが難しいので、それらをコントロールして分析することができない。 
そこで、本研究では、Frölich and Huber 

(2017) で 提 案 さ れ た 操 作 変 数 
(instrumental variable; IV) 法を媒介分
析に応用した方法を使う。年齢や教育水準、
1 年前の所得などの親の属性と、居住自治
体の過去の一人あたりの保育所定員をコン
トロールした下で、市区町村レベルでの認
可保育所の新設と学童保育の定員率の変化
を操作変数として利用する。 
分析のステップとしてはまず、総合効果 

(total effect) として、認可保育所増設
によって保育所を利用するようになる親子
における局所平均処置効果(local average 
treatment effect; LATE) を 、 Frölich 
(2007) や Tan (2006) で示唆された、逆
確率重み付け (inverse probability weighting; IPW)の方法で推定する。次に、Frölich and 
Huber (2017)に従い、IPWで学童保育利用を中間変数とした間接効果を推定する。操作変数によ
る処置確率、IV-傾向スコアは推定したものなので、ウェイトを標準化した推定量を使う。標準



誤差の推定はブートストラップ法による。分析対象の地域を待機児童問題が特に深刻であった
東京都に限り、日本の出生児に関する縦断データを使って推定する。 
第二の研究では、景気状況、特に地域労働需要の代理指標として、産業別雇用シェアをウェイ

トにした Bartik 型の予測雇用成長率を、就業構造基本調査の公表値と RIETI-JIP データから都
道府県ごとに作成し分析を行う。分析のステップとして、まず中間変数に対する効果を推定する。
具体的には、早産、低出生体重に対して、予測雇用成長率の上昇が与える効果を線形確率モデル
で推定する。次に、逐次的無視可能性 (sequential ignorability)の仮定の下で、予測雇用成長
率が、中間変数を通して、子供が幼児期の母親のフルタイム就業に与える効果を推定する。予測
雇用成長率は連続変数であるので、中央値で分けて 2値にするなど、離散化した処置変数として
分析を行う。分析モデルは、処置変数と中間変数の交差項を許さないパラメトリックなモデルと、
Imai, Keele and Yamamoto (2010) などによって提案されたセミパラメトリックなモデルを使
う。 
 
 
４．研究成果 
第一の研究では、まず、1歳児までの保育所利用が小 1以降の母親のフルタイム就業に与える総
合効果としての LATE は、正で統計的に有意であった。具体的には、保育所を利用することは、
小 1時点でのフルタイム就業確率を約 40パーセンテージポイント高くすることがわかった。し
かし、この効果は小 1以降に徐々に小さくなっていくことも明らかになった。 
 次に、媒介分析の結果、学童保育利用は総合効果のうち少なくとも約 50%程度を説明できるこ
とがわかった。これは、保育所利用時点での母親のフルタイム就業を、小 1以降も継続させるた
めには、学童保育が重要な就業支援サービスとなっていることを示唆している。しかし、弱操作
変数の問題と操作変数によって識別可能な共通のサポートが狭いことなどから、標準誤差が非
常に大きく推定されたため、統計的に意味のある推定結果を得ることができなかった。 
 第二の研究では、まず、妊娠中の雇用成長率の上昇は、早産および低出生体重の確率を上昇さ
せる効果があるという推定結果を得た。その効果は、主に女性が直面する労働需要の変化がもた
らすものであり、母親が大学卒以上の場合に相対的に効果が大きいことが示唆された。 
 次に、妊娠中の雇用成長率の上昇が、早産・低出生体重を通して、子供が 1.5歳以降の幼児期
の母親のフルタイム就業に与える効果について媒介分析を行った。その結果、総合効果は統計的
に有意にマイナスであったが、そのほとんどが直接効果であり、早産・低出生体重による間接効
果は非常に小さいことがわかった。この結果は、妊娠中の労働供給の増加は、母親の健康状態を
悪化させるなどして子供の出生時アウトカムには悪影響を与えるが、子供が成長した後の母親
のフルタイム就業を妨げているのは、出産後に就業を継続できなかったこと自体であることを
示唆する。 
 
以上の分析結果およびその関連成果を、ディスカッションペーパーとしてまとめ公表すると

ともに、日本経済学会や労働経済学関連の専門の研究会などで報告した。 
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